
内部統制基本方針                          

 

株式会社ワールド（以下「当社」という。）は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下

の通り、内部統制システムを整備する。  

 

１．当社の取締役及び使用人（執行役員を含む。以下同じ。）並びに当社子会社の取締役及

び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

・当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）は、「ワールドグループ行動規範」

において、法令を遵守し、社内規程、企業倫理、社会規範及び経営理念に従い誠実に行動

すべきことを行動規範として規定し、これをすべての取締役および使用人が遵守すべき

最重要ルールと位置付け、その制定改廃は取締役会の承認を要するものとする。  

・代表取締役 社長執行役員のもと組織されるリスクマネジメント委員会の下にリスクマネ

ジメント担当役員及び担当部署を設置し、当社グループ全体のコンプライアンス・リスク

マネジメントプログラムを推進する。  

・当社グループ全体のコンプライアンスプログラム全般を統括する「コンプライアンス規

程」を制定し、組織体制、リスク評価、教育、問題発生時の対応等を定める。  

・「内部通報規程」に基づき、内部通報制度（企業倫理ホットライン）を運用し、行動規範

違反・不正行為等の情報収集を図るとともに、通報案件に対応する。  

・当社にグループ内部監査室を設置し、当社グループの財産保全及び業務運営の実態を適正

に調査し、不正・誤謬の発生を防止する。更に、経営の合理化並びに効率化に寄与すると

共に、意思の疎通及び業務改善の実をあげ、内部統制の有効性を評価する機能を担い、あ

わせて企業の健全な発展を図る。  

 

2．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

・取締役の職務の執行に係る取締役会議事録、社内決裁、契約書等の重要情報を保存するも

のとし、情報の保存及び管理に関する体制の詳細は、以下の各規程において定めるところ

による。  

文書保存・管理全般：「文書管理規程」  

機密情報管理：「機密情報保護規程」  

契約書管理：「契約規程」  

・情報の保存及び管理に関する社内規程・マニュアルに基づき、取締役及び使用人に対する

教育・監査等を実施する。  

・諸規程集等、所定の文書は、IT を活用して常時閲覧できるシステムを構築するものとす

る。  

 



3. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

・当社のリスク管理に関する規程（危機管理規程）の対象範囲を当社グループ全体に適用す

るものとし、リスクマネジメント委員会は、当社グループ全体のリスクを網羅的・統括的

に管理する。  

・危機管理規程及びリスク分類別マニュアルに基づき、グループ内部監査室が監査等を実施

する。  

危機管理規程に定義されたリスクの発生状況、対応結果及び影響等については、リスクマ

ネジメント担当部署が一元管理を図る。  

・代表取締役 社長執行役員のもと組織されるリスクマネジメント委員会の下に担当役員及

び担当部署を設置し、当社グループ全体のコンプライアンス・リスクマネジメントプログ

ラムを推進する。  

・当社に設置されたリスクマネジメント委員会は、当社グループ全体のリスク管理を推進す

る機関とし、推進にかかわる課題・対応策を審議する。  

 

4. 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

・当社の執行役員制度により、意思決定の迅速化・効率化と、事業責任の明確化を図るもの

とする。  

・当社グループの職務権限や決裁権限に関する規程に基づき、決裁権限ルートを明確化し、

定期的に見直すことにより、取締役の意思決定の効率化を図るものとする。  

・当社と当社子会社とが、相互に密接な連携のもとに経営を円滑に遂行し、ワールドグルー

プとして総合的に事業の発展を図ることを目的とした当社グループに関する規程を定め

るものとする。  

・当社のグループ総合戦略に基づく当社子会社戦略は、各子会社が関係部署及び当社関係会

社管理組織と調整のうえで立案する。  

 

5. 当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制  

・当社が定める関係会社管理規程において、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情

報について、当社への定期的な報告を義務づける。  

・当社は、当社子会社経営計画検討会を定期的に開催し、会議には、各当社子会社社長又は

当社子会社を代表する役員及び当社関係者が出席し、各社ごとに営業状況、利益目標、経

営方針及び計画等について討議するものとする。  

 

6. 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制  

・「ワールドグループ行動規範」を国内連結子会社へ適用するものとし、グループで共通化

出来るルールは社内規程においてグループ共通諸規程とし、行動規範及び社内規程を基



軸として、ワールドグループ全体でのコンプライアンス体制を推進する。  

・関係会社管理規程に基づき設置された関係会社管理組織が、役割機能別に子会社を管掌す

る。  

・グループ会社管理における一定の事項は、当社の審査・合議などを受けるものとする。  

・グループ内部監査室がグループ会社監査を実施する。  

・当社は、財務報告の信頼性を確保するために、関連する諸法令等に準拠し、財務報告に係

る内部統制の体制構築・整備を推進する。  

 

7. 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役（監

査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該使用

人に対する指示の実効性の確保に関する事項  

・監査等委員会の職務は、グループ内部監査室において補助するものとする。  

・監査等委員会を補助すべき者を置くものとし、その任命及び解任、評価等については監査

等委員会の事前の同意を要するものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く）から

の独立性を確保する。  

・監査等委員会を補助すべき者が監査等委員会の職務を補助する場合には、監査等委員会の

指示に従うものとする。  

 

8. 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役

及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための

体制  

・取締役及び各主管部署の責任者は下記事項につき監査等委員会及びグループ内部監査室

長（3 を除く）に報告をする。  

（1、2 は随時、3、4 は定例的）  

1.会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実  

2.取締役・使用人の法令、定款違反等の不正行為  

3.内部監査の結果  

4.内部通報制度による情報収集及び通報案件への対応の状況  

 

9. 当社の監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制  

・通報者に対する不利益な取扱いの禁止を内部通報に関する社内規程において定める。  

 

10. 当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針その他監査等委員会の監査

が実効的に行われることを確保するための体制  



・取締役及び使用人は、監査等委員会が監査の実施のために弁護士、公認会計士、その他の

社外の専門家に対して助言を求める又は調査、鑑定その他の事務を委託するなど所要の

費用を請求するときは、当該請求に係る費用が監査等委員会の職務の執行に必要でない

と認められる場合を除き、これを拒むことができない。  

・監査等委員会は、定期的に代表取締役及び会計監査人と意見交換する機会を設定するもの

とする。  

・必要に応じて専門家（弁護士、公認会計士、税理士、コンサルタント等）から監査業務に

関する助言を受けるなど、監査等委員会の円滑な監査活動を保障する。  

 

11．反社会的勢力の排除に関する体制  

・「ワールドグループ行動規範」へ、総会屋や暴力団等企業活動に重大な脅威を与える反社

会的勢力に対し、組織的な対応と毅然たる態度で臨み、反社会的勢力から持ちかけられる

要求に対しては恐れることなく拒否し、関係を一切持たない旨を規定し、反社会的勢力と

は一切の関係を持たないこと、及び不当要求については拒絶することを基本方針とする。  

・総務部を反社会的勢力対応部署と位置付け、対応基準としての「反社会的勢力対応マニュ

アル」を整備し、当社と外部機関の連携体制、反社会的勢力の定義、不当要求・不当行為

発生時の対応と報告・相談先等に関して定める。  

・特殊暴力防止対策連合会、企業防衛対策協議会等の外部専門組織に加盟する等外部専門機

関との連携を図るとともに、対応部署の社員を中心に積極的に講習への参加等を通じ収

集した情報の一元管理・蓄積等を行う。また反社会的勢力による不当要求が発生した場合

には、外部専門機関と連携し、対応を行えるよう協力体制を構築する。  

・取引先については、外部調査機関を用いて情報収集を行い、事前にチェックを行う。取引

先との間で締結する基本契約書には、取引先が反社会的勢力であることが判明した場合

には、契約を解除できる旨の暴力団排除条項を盛り込んだ上での契約締結を推進する。  

・当社グループの社員で基本的な考え方を共有化するため、「ワールドグループ行動規範」

および「反社会的勢力対応マニュアル」は、社内イントラネットへ掲載のうえ、当社グル

ープ社員に周知徹底する。 
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